
 

 

令 和 ５ 年 １ １ 月 １ ５ 日 

保健福祉政策部国保・年金課 

 

世田谷区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

１ 主旨 

子育て世帯の負担軽減や次世代育成支援等の観点から、「全世代対応型の持続可

能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」及び関係

する政省令が公布され、令和６年１月から、出産する被保険者に係る産前産後期間

相当分の所得割保険料及び均等割保険料を免除する規定が創設された。 

これを受け、国が示す基準に合わせ、区として国民健康保険料の減額を行うため、

世田谷区国民健康保険条例の一部を改正する。 

 

２ 改正の内容 

（１）減額対象 

   ① 対象者 

令和５年１１月１日以降に出産予定または出産した被保険者 

     ※出産とは、妊娠８５日以上の分娩をいい、死産、流産、早産及び人工妊

娠中絶の場合も対象になる。 

 

   ② 対象期間 

出産予定日が属する月の前月から出産予定日が属する月の翌々月までの 

計４ヶ月間（多胎妊娠の場合は出産予定日が属する月の３ヶ月前から出産

予定日が属する月の翌々月までの６ヶ月間） 

 
 

③ 対象保険料 

対象者に係る対象期間相当分の所得割保険料及び均等割保険料 

※令和５年度は、対象期間のうち制度開始後の令和６年１月以降の期間分 

の保険料を減額する。 

      
※保険料が減額された場合、払い過ぎになった保険料は還付する。 

 

（２）減額方法 

   原則として、出産育児一時金の支給情報を活用し、「プッシュ型」で減額する。

この場合、届出書類の提出は必要ない。 

（出産前（事前）等に届出することも可能。この場合は、世帯主が届出書に必 

要事項を記入し、出産予定日などを明らかにできる書類の提出が必要） 
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（３）減額予定件数（令和５年度） 

   ２００件 

 

（４）所要額見込み（令和５年度） 

   ① 国民健康保険料 

△４，９００千円（財源：国１/２、都１/４、区１/４） 

   ② 国民健康保険システム改修 

     １２，０３９千円（財源：国１０/１０） 

 

３ 改正箇所 

  別紙（新旧対照表）のとおり 

 

４ 施行日 

  令和６年１月 1日 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

令和５年１２月  届出の受付開始 

区ホームページの公表 

制度説明チラシの配布 

  令和６年１月    区のおしらせ（１月１日号）での周知 

Ｘ（旧ツイッター）、メールマガジンでの周知 
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1/15 

別 紙 

世田谷区国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区国民健康保険条例 ○世田谷区国民健康保険条例 

昭和34年11月10日条例第14号 

 （略） 

昭和34年11月10日条例第14号 

 （略） 

世田谷区国民健康保険条例 世田谷区国民健康保険条例 

目次 目次 

第１章 総則（第１条） 第１章 総則（第１条） 

第２章 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 第２章 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 

第３章 被保険者（第４条） 第３章 被保険者（第４条） 

第４章 保険給付（第５条―第12条） 第４章 保険給付（第５条―第12条） 

第５章 保健事業（第13条） 第５章 保健事業（第13条） 

第６章 保険料（第14条―第24条の６） 第６章 保険料（第14条―第24条の５） 

第７章 雑則（第25条・第26条） 第７章 雑則（第25条・第26条） 

第８章 罰則（第27条―第29条） 第８章 罰則（第27条―第29条） 

付則 付則 

（略） （略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第14条の３ 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１

項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課額（第19条の

２、第19条の４及び第19条の５の規定により基礎賦課額を減額する

ものとした場合にあっては、その減額することとなる額を含む。）

の総額（以下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の

見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算

定した額とする。 

第14条の３ 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１

項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課額（第19条の

２及び第19条の４の規定により基礎賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下

「基礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第

２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とす

る。 

(１) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (１) 当該年度における次に掲げる額の合算額 
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改正後 改正前 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の

額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに

入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、

訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合

算療養費の支給に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）

の額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の

額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに

入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、

訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合

算療養費の支給に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）

の額の合算額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の７第１項の

国民健康保険事業費納付金（以下「国民健康保険事業費納付金」と

いう。）の納付に要する費用（東京都（以下「都」という。）が行

う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、都の国民健康保

険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定によ

る後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）及

び高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金等（以下「病床転

換支援金等」という。）並びに介護保険法（平成９年法律第123号）

の規定による納付金（以下「介護納付金」という。）の納付に要す

る費用に充てる部分を除く。）の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の７第１項の

国民健康保険事業費納付金（以下「国民健康保険事業費納付金」と

いう。）の納付に要する費用（東京都（以下「都」という。）が行

う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、都の国民健康保

険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定によ

る後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）及

び高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金等（以下「病床転

換支援金等」という。）並びに介護保険法（平成９年法律第123号）

の規定による納付金（以下「介護納付金」という。）の納付に要す

る費用に充てる部分を除く。）の額 

ウ 法第81条の２第５項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用

の額 

ウ 法第81条の２第５項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用

の額 

エ 法第81条の２第10項第２号に規定する財政安定化基金事業借入金

の償還に要する費用の額 

エ 法第81条の２第10項第２号に規定する財政安定化基金事業借入金 

の償還に要する費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計において負担す

る後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に

要する費用に充てる部分並びに国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）の額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する費

用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並

カ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計において負担す

る後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に

要する費用に充てる部分並びに国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）の額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する費

用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並
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改正後 改正前 

びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療

養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額

介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに都が行う国民健康保

険の一般被保険者に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。）及び退職被保険者等に係る国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用の額を除く。） 

びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療

養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額

介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに都が行う国民健康保

険の一般被保険者に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。）及び退職被保険者等に係る国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用の額を除く。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第74条の規定による補助金の額 ア 法第74条の規定による補助金の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢

者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用

に充てる部分に限る。以下このイにおいて同じ。）に係るものを除

く。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢

者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用

に充てる部分に限る。以下このイにおいて同じ。）に係るものを除

く。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 国民健康保険保険給付費等交付金（法第75条の２第１項の国民健

康保険保険給付費等交付金をいう。エにおいて同じ。）（退職被保

険者等の療養の給付等に要する費用（法附則第22条の規定により読

み替えられた法第70条第１項に規定する療養の給付等に要する費用

をいう。エにおいて同じ。）に係るものを除く。）の額 

ウ 国民健康保険保険給付費等交付金（法第75条の２第１項の国民健

康保険保険給付費等交付金をいう。エにおいて同じ。）（退職被保

険者等の療養の給付等に要する費用（法附則第22条の規定により読

み替えられた法第70条第１項に規定する療養の給付等に要する費用

をいう。エにおいて同じ。）に係るものを除く。）の額 

エ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計において負担す

る後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に

要する費用に充てる部分並びに国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読

エ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計において負担す

る後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に

要する費用に充てる部分並びに国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読
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改正後 改正前 

み替えられた法第72条の３第１項、第72条の3の2第1項及び第72条の

3の3第1項の規定による繰入金並びに国民健康保険保険給付費等交

付金（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限

る。）を除く。）の額 

み替えられた法第72条の３第１項及び第72条の３の２第１項の規定

による繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）を除く。）の

額 

（略） （略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第15条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る地方税法第314条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（同法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額（同法附則第35条の２の６第８項又は第11項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第

５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第

４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法

律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34

条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１

項、第35条の３第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、こ

れらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条第

５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の４第

１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の

３第１項、第35条第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、

これらの規定の適用により同法第32条第１項に規定する短期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条

の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附

則第35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第35条の３

第15条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る地方税法第314条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（同法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第15項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第

５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第

４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法

律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34

条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１

項、第35条の３第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、こ

れらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条第

５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の４第

１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の

３第１項、第35条第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、

これらの規定の適用により同法第32条第１項に規定する短期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条

の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附

則第35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第15項又は第35条の３
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第13項若しくは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号。

以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項（外

国居住者等所得相互免除法第12条第５項及び第16条第２項において

準用する場合を含む。第19条の２第１号において同じ。）に規定す

る特例適用利子等の額、外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

（外国居住者等所得相互免除法第12条第６項及び第16条第３項にお

いて準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する特例適

用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約

適用利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をい

う。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第314条の２

第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並

びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基

礎控除後の総所得金額等」という。）に第15条の４の所得割の保険

料率を乗じて算定する。 

第13項若しくは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号。

以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項（外

国居住者等所得相互免除法第12条第５項及び第16条第２項において

準用する場合を含む。第19条の２第１号において同じ。）に規定す

る特例適用利子等の額、外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

（外国居住者等所得相互免除法第12条第６項及び第16条第３項にお

いて準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する特例適

用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約

適用利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をい

う。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第314条の２

第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並

びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基

礎控除後の総所得金額等」という。）に第15条の４の所得割の保険

料率を乗じて算定する。 

２ 前項の場合における地方税法第314条の２第１項に規定する総所

得金額若しくは山林所得金額又は他の所得と区分して計算される所

得の金額を算定する場合においては、同法第313条第９項中雑損失に

係る部分の規定を適用しないものとする。 

２ 前項の場合における地方税法第314条の２第１項に規定する総所

得金額若しくは山林所得金額又は他の所得と区分して計算される所

得の金額を算定する場合においては、同法第313条第９項中雑損失に

係る部分の規定を適用しないものとする。 

（略） 

（基礎賦課限度額） 

第15条の８ 第14条の４又は第15条の５の基礎賦課額（一般被保険者

と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第14条の４の基

（略） 

（基礎賦課限度額） 

第15条の８ 第14条の４又は第15条の５の基礎賦課額（一般被保険者

と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第14条の４の基
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礎賦課額と第15条の５の基礎賦課額との合算額をいう。第18条の２、

第19条の２、第19条の４及び第19条の５第１項において同じ。）は、

650,000円を超えることができない。 

礎賦課額と第15条の５の基礎賦課額との合算額をいう。第19条、第

19条の２及び第19条の４において同じ。）は、650,000円を超えるこ

とができない。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） 

第15条の９ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額（第19条の２、第19条の４及び第19条の５の規定によ

り後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「後期高齢

者支援金等賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額か

ら第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額

とする。 

第15条の９ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額（第19条の２及び第19条の４の規定により後期高齢者

支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額す

ることとなる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げ

る額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢

者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に充てる部分

であって、都が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限る。

次号において同じ。）の額 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢

者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に充てる部分

であって、都が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限る。

次号において同じ。）の額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付

金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付

金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定によ

り読み替えられた法第72条の３第１項、第72条の３の２第１項及び

第72条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定によ

り読み替えられた法第72条の３第１項及び第72条の３の２第１項の

規定による繰入金を除く。）の額 

（略） （略） 
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（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第15条の16 第15条の10又は第15条の13の規定により算定した後期高

齢者支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯

に属する場合には、第15条の10の後期高齢者支援金等賦課額と第15

条の13の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第18条の２、

第19条の２、第19条の４及び第19条の５第１項において同じ。）は、

220,000円を超えることができない。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第15条の16 第15条の10又は第15条の13の規定により算定した後期高

齢者支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯

に属する場合には、第15条の10の後期高齢者支援金等賦課額と第15

条の13の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第19条、第

19条の２及び第19条の４において同じ。）は、220,000円を超えるこ

とができない。 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第16条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第19条の２及び第

19条の５の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合

にあっては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「介

護納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額と

する。 

第16条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第19条の２の規定

により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することとなる額を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げ

る額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納

付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同

じ。）の額 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納

付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同

じ。）の額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付

金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付

金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定によ

り読み替えられた法第72条の３第１項及び第72条の３の３第１項の

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定によ

り読み替えられた法第72条の３第１項の規定による繰入金を除く。）
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規定による繰入金を除く。）の額 の額 

（略） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動等

があった場合） 

第19条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生した場合、一世帯に属

する被保険者数が増加し、若しくは減少した場合又は一世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金

賦課被保険者でなくなった若しくは令第29条の７の２第２項に規定

する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）

となった場合における当該納付義務者に係る第14条の４、第15条の

５、第15条の10若しくは第15条の13の額若しくは第16条の２の額又

は次条各号、第19条の４各号若しくは第19条の５第１項各号に定め

る額の算定は、それぞれ、その納付義務が発生した日、被保険者数

が増加し、若しくは減少した日（法第６条第１号から第８号までの

規定のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少した場合に

おいては、その減少した日が月の初日であるときに限り、その前日

とする。）又は一世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者

となった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった若しくは特

例対象被保険者等となった日の属する月から、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に、納付義務が消滅した場合における当該納

付義務者に係る第14条の４、第15条の５、第15条の10若しくは第15

条の13の額若しくは第16条の２の額又は次条各号に定める額、第19

条の４各号若しくは第19条の５第１項各号に定める額の算定は、そ

の納付義務が消滅した日（法第６条第１号から第８号までの規定の

いずれかに該当したことにより納付義務が消滅した場合において

は、その消滅した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）

の属する月の前月まで、月割をもって行う。 

（略） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動等

があった場合） 

第19条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生した場合、一世帯に属

する被保険者数が増加し、若しくは減少した場合又は一世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金

賦課被保険者でなくなった若しくは令第29条の７の２第２項に規定

する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）

となった場合における当該納付義務者に係る第14条の４、第15条の

５、第15条の10、第15条の13の額若しくは第16条の２の額又は次条

各号に定める額若しくは第19条の４各号に定める額の算定は、それ

ぞれ、その納付義務が発生した日、被保険者数が増加し、若しくは

減少した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに該

当したことにより被保険者数が減少した場合においては、その減少

した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）又は一世

帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介

護納付金賦課被保険者でなくなった若しくは特例対象被保険者等と

なった日の属する月から、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に、納付義務が消滅した場合における当該納

付義務者に係る第14条の４、第15条の５、第15条の10、第15条の13

の額若しくは第16条の２の額又は次条各号に定める額若しくは第19

条の４各号に定める額の算定は、その納付義務が消滅した日（法第

６条第１号から第８号までの規定のいずれかに該当したことにより

納付義務が消滅した場合においては、その消滅した日が月の初日で

あるときに限り、その前日とする。）の属する月の前月まで、月割

をもって行う。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

10



9/15 

改正後 改正前 

第19条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

額は、第14条の４又は第15条の５の規定により算定した基礎賦課額

から、それぞれ当該各号のアに定める額を減額して得た額（当該減

額して得た額が650,000円を超える場合には、650,000円）及び第15

条の10又は第15条の13の規定により算定した後期高齢者支援金等賦

課額から、それぞれ当該各号のイに定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が220,000円を超える場合は、220,000円）並びに

第16条の２の規定により算定した介護納付金賦課額からそれぞれ当

該各号のウに定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が

170,000円を超える場合には、170,000円）の合算額とする。 

第19条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

額は、第14条の４又は第15条の５の規定により算定した基礎賦課額

から、それぞれ当該各号のアに定める額を減額して得た額（当該減

額して得た額が650,000円を超える場合には、650,000円）及び第15

条の10又は第15条の13の規定により算定した後期高齢者支援金等賦

課額から、それぞれ当該各号のイに定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が220,000円を超える場合は、220,000円）並びに

第16条の２の規定により算定した介護納付金賦課額からそれぞれ当

該各号のウに定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が

170,000円を超える場合には、170,000円）の合算額とする。 

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現在におい

てその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（法第６条第

８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの

をいう。以下同じ。）につき算定した地方税法第314条の２第１項に

規定する総所得金額（同法第317条の２第１項第２号に規定する青色

専従者給与額又は同法第313条第５項に規定する事業専従者控除額

については、同条第３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、所

得税法（昭和40年法律第33号）第57条第１項、第３項又は第４項の

規定の例によらないものとし、地方税法第314条の２第１項に規定す

る山林所得金額及び他の所得と区分して計算される所得の金額（同

法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額（同法附則第35条の２の６第８項又は第11項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第５項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第５項に規定する短期

譲渡所得の金額、同法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現在におい

てその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（法第６条第

８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの

をいう。以下同じ。）につき算定した地方税法第314条の２第１項に

規定する総所得金額（同法第317条の２第１項第２号に規定する青色

専従者給与額又は同法第313条第５項に規定する事業専従者控除額

については、同条第３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、所

得税法（昭和40年法律第33号）第57条第１項、第３項又は第４項の

規定の例によらないものとし、地方税法第314条の２第１項に規定す

る山林所得金額及び他の所得と区分して計算される所得の金額（同

法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第15項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第５項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第５項に規定する短期

譲渡所得の金額、同法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等

11



10/15 
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に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の３第15項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35

条の２の６第11項又は第35条の３第13項若しくは第15項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の４

の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外

国居住者等所得相互免除法第８条第２項に規定する特例適用利子等

の額、同条第４項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施

特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額及び同

条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の算定についても同様とする。以下この条において同じ。）

及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額

の合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める金額（世帯

主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属

者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給与所

得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所

得税法第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与

等の収入金額が550,000円を超える者に限る。）をいう。以下この号

において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年

中に地方税法第314条の２第１項に規定する総所得金額に係る所得

税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第

４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額が600,000円を超える者

に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が

1,100,000円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この号、次号及び第３号において「給与

に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の３第15項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35

条の２の６第15項又は第35条の３第13項若しくは第15項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の４

の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外

国居住者等所得相互免除法第８条第２項に規定する特例適用利子等

の額、同条第４項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施

特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額及び同

条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の算定についても同様とする。以下この条において同じ。）

及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額

の合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める金額（世帯

主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属

者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給与所

得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所

得税法第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与

等の収入金額が550,000円を超える者に限る。）をいう。以下この号

において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年

中に地方税法第314条の２第１項に規定する総所得金額に係る所得

税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第

４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額が600,000円を超える者

に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が

1,100,000円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この号、次号及び第３号において「給与

12
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所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第

314条の２第２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えな

い世帯に係る保険料の納付義務者 

所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第

314条の２第２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えな

い世帯に係る保険料の納付義務者 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

31,500円 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

31,500円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１

人につき 10,570円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１

人につき 10,570円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

11,340円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

11,340円 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた

金額）に290,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現

在においてその世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた

金額）に290,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現

在においてその世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

22,500円 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

22,500円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１

人につき 7,550円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１

人につき 7,550円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

8,100円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

8,100円 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

13
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２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた金額）に

535,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現在において、

その世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付

義務者であって前２号に該当する者以外のもの 

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた金額）に

535,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現在において、

その世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付

義務者であって前２号に該当する者以外のもの 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

9,000円 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

9,000円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１

人につき 3,020円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１

人につき 3,020円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

3,240円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

3,240円 

（略） 

(出産被保険者の保険料の減額) 

（略） 

第19条の5  当該年度において、世帯に出産被保険者（令第29条の7第5

項第8号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。)がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課する所得割額及び被保険者

均等割額（第19条の2に規定する金額を減額するものとした場合にあ

っては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が、第15条

の8、第15条の16及び第16条の5に定める額を超える場合には、当該

額）とする。 

(1) 基礎賦課額の所得割額  当該出産被保険者に係る基礎控除後

の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所得割の保険料率を乗

じて得た額の12分の1の額に、当該出産被保険者の出産の予定日(省
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令第32条の10の2各号で定める場合にあっては、出産の日。第24条の

６第1項及び第2項において同じ。)の属する月(以下この号において

「出産予定月」という。)の前月(多胎妊娠の場合には、3月前)から

出産予定月の翌々月までの期間(以下この項において「産前産後期

間」という。)のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(2) 基礎賦課額に係る被保険者均等割額  当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額（第19条の2に規定する金額を減額するものと

した場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に12分の1を

乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度

に属する月数を乗じて得た額 

(3) 後期高齢者支援金等賦課額の所得割額  当該出産被保険者に係

る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の後期高齢者支援金等賦

課額の所得割の保険料率を乗じて得た額の12分の1の額に、当該出産

被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た

額 

(4) 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額  当該年度

分の後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額（第19条の2に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）に12分の1を乗じて得た額に、当該出産被保険者の

産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(5) 介護納付金賦課額の所得割額  当該出産被保険者（介護納付金

賦課被保険者である者に限る。以下この号において同じ。）に係る

基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の介護納付金賦課額の所得

割の保険料率を乗じて得た額の12分の1の額に、当該出産被保険者の

産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(6) 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額  当該年度分の介護納

付金賦課額の被保険者均等割額（第19条の2に規定する金額を減額す

るものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に
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14/15 

改正後 改正前 

12分の1を乗じて得た額に、当該出産被保険者（介護納付金賦課被保

険者である者に限る。）の産前産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額 

２  前項に規定する保険料額を決定する場合において、1円未満の端

数があるときは、これを切り上げるものとする。 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

（出産被保険者に関する届出）  

第24条の６ 出産被保険者の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項

を記載した届書を区長に提出しなければならない。 

（1） 世帯主の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25

年法律第27号）第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

（2） 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

（3） 出産の予定日 

（4） 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

２  前項の届書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

（1） 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

（2） 多胎妊娠の場合にあっては、その旨を明らかにすることができ

る書類 

（3） 出産後に前項の規定による届出を行う場合にあっては、出産し

た被保険者と当該出産に係る子との身分関係を明らかにすることが

できる書類 

３   第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月

前から行うことができる。 

４   第１項の規定にかかわらず、区長が、出産被保険者について同項

各号に掲げる事項及び第2項各号に掲げる書類において明らかにす

べき事項を確認することができるときは、第１項の規定による届出

を省略させることができる。 
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15/15 

改正後 改正前 

（略） （略） 

附 則（令和５年 月 日条例第  号）  

（施行期日）  

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。ただし、第１５条

の８の改正規定（「第１９条、第１９条の２」を「第１８条の２、第

１９条の２」に改める部分に限る。）及び第１５条の１６の改正規定

（「第１９条、第１９条の２」を「第１８条の２、第１９条の２」に

改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置）  

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正

後の第１４条の３、第１５条の８、第１５条の９、第１５条の１６、

第１６条、第１９条、第１９条の５及び第２４条の６の規定は、令

和５年度分の保険料のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び

令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度分の

保険料のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度

以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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